
大深度地下インフラを利用した熱・電エネルギー供給システムに関する研究（その１）

熱源ネットワーク　大深度地下インフラ
大容量ＣＧＳ

Research on heat and power energy supply system utilizing deep
underground infrastructure (PART 1)

IKEDA Naoki et al.

1. 研究目的

　地球環境問題への対応が求められる中、増加する民
生用エネルギ－需要の現状から都市における冷暖房設

備や電気機器などのエネルギー供給方式は都市環境や

都市エネルギ－面からみても、効率的に行うことが要
求されている。

　本研究では業務集積地であり、地域冷暖房の集中区

域である大手町、六本木、新宿、また今後大規模な再
開発の可能性がある豊洲、築地に分散型の大容量 CGS

プラントを設置し、エネルギー供給システムの提案を

する。さらに各地域を大深度地下インフラを用いてエ
ネルギー面におけるネットワーク化の提案を行う。以

上の提案から平常時における効用と非常時における効

用を述べることを目的とする。
2. エネルギー供給対象地域の概要

　本研究では、業務集積地域であり、地域冷暖房の集

中区域である大手町、六本木、新宿、また大規模な再
開発の可能性がある豊洲、築地の立坑にエネルギー供

給インフラ拠点とする。特にこの５地点の立坑位置は

近々の再開発が予想されうる都市再生緊急整備地域の
範囲にあり、本研究においてはこのエリアまでエネル

ギー供給対象地域とする。

　また、各立坑からのエネルギー供給範囲の割り振り
は図１のようにした。これは立坑からの距離、既存の

地域冷暖房の位置を考慮して割り振ったものである。

この割り振ったエリアの名称を、図１に記されている
ように大手町の立坑から供給される地域を大丸有地

域、新宿の立坑から供給される地域を新宿地域、六本

木の立坑から供給される地域を六本木地域、豊洲の立
坑から供給される地域を豊洲地域、築地の立坑から供
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図１　エネルギー供給対象エリア、建物

給される地域を築地地域とする。

2.1 エネルギー供給対象建物の設定

　本研究におけるエネルギー供給対象建物は図１の凡
例にあるように地域冷暖房加入建物、地域冷暖房未加

入建物、再開発地域建物、地域冷暖房加入努力義務建

物とした。地域冷暖房加入建物とは現在地域冷暖房施
設からエネルギー供給を受けている建物である。地域

冷暖房未加入建物とは現在地域冷暖房施設からエネル

ギー供給を受けていない一定規模以上の建物とする。
再開発地域建物とは２００４年以降に完成予定にある

再開発建物と完成予定が公表されてなくとも大規模な

再開発の可能性がある豊洲や築地市場の建物とする。
地域冷暖房加入努力義務建物とは現在の地域冷暖房区

域外にあり、かつ都市再生緊急整備地域内にある建物

の中で冷暖房又は給湯用ボイラー等で重油換算値３０
０ｌ／日以上発生 1）させ

る建物とする。なお、地

域冷暖房未加入建物の一
定規模以上の建物と重油

換算値３００ｌ／日以上

発生させる建物は同義と
し、延べ床面積に関して

表１にあたる建物として

設定した。

用途 面積（㎡）
業務施設 2666
教育・文化施設 3778
医療施設 1178
商業施設 1992
宿泊施設 998
娯楽施設 2147
住宅施設 3195

表１　重油換算値３００ｌ／日以上

発生建物の用途別最低延床面積

2.2　エネルギー供給対象建物概要

　エネルギー供給は段階的に行う。ＳＴＥＰ１では地
域冷暖房加入建物、地域冷暖房未加入建物、再開発建

物にエネルギー供給を行う。ＳＴＥＰ２ではＳＴＥＰ

１に地域冷暖房加入努力義務建物を加える。
　ＳＴＥＰ１の延床面積の合計は２，６９３ｈａ、Ｓ

ＴＥＰ２の延床面積の合計は４ , ２１６ｈａであっ

た。地域別では大丸有地域が一番延床面積が大きく
なっている（図２）。用途別ではＳＴＥＰ１、ＳＴＥ

Ｐ２ともに業務

施設が非常に高
い割合を示して

おり（図３、図

４）、ＳＴＥＰ２
でエネルギー供

給地域の範囲を

拡大することで
図２　段階別地域別延床面積
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住宅の延床面積の割合を増加させて負荷平準化を期待

したが、ＳＴＥＰ１からＳＴＥＰ２にかけて住宅の延

床面積は１．３ポイントの増加にとどまった。
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図３　STEP１用途別

　　　　　延床面積の割合

図４　STEP２用途別

　　　　　延床面積の割合

3．大深度地下を利用した熱・電エネルギー供給シス

　 テムの提案
　本研究では大丸有地域、六本木地域、新宿地域、築

地地域、豊洲地域の各立坑に分散型の大容量ＣＧＳプ

ラントを提案する。また、各地域の立坑を大深度地下
インフラでネットワーク化し、効率的にエネルギー供

給をすることを検討する。

　ＣＧＳの機器効率は機器負荷が高いほど効率がよい
（図５）。そのため、本研究ではエネルギー需要にあわ

せてＣＧＳ機器の負荷率を高められるように機器を選

択して稼動させ
ることとする。
なお、ＣＧＳ

機器は発電効率
２７％、排熱回

収効率は４７％

（総合効率７４
％）の機器を使

用しＣＧＳの運
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図５　CGS機器負荷特性曲線２）

運転方法は熱主電従運転とする。

　また、各地域冷暖房区域や新規需要家（地域冷暖房

未加入建物、再開発建物、地域冷暖房加入努力義務建
物）を繋げるためのネットワーク事業者を立ち上げ

る。ネットワーク事業者は各地域の立坑にＣＧＳプラ

ントをもち蒸気と電気を各地域冷暖房プラントと新規
需要家建物に供給する。地冷需要家に対してはネット

ワーク事業者から地冷プラントを介して供給する。地

冷プラント内には現在、温熱源としてボイラー、冷熱
源として吸収式冷凍機、ターボ冷凍機があり、またＣ

ＧＳを設置しているプラントも数多くある。今回の提

案システムでは図６にあるように地冷プラント内の温
熱源であるボイラーを取り外し、ネットワーク事業者

から直接、蒸気を熱交換器、吸収式冷凍機に供給す

る。また、地冷プラント内にある既存のＣＧＳやター
ボ冷凍機は従来通り運転する。新規需要家に対しては

需要家建物内に熱交換器と吸収式冷凍機を設置し、蒸

気を供給する。電気に関しては直接、地冷需要家、新
規需要家に送電する。

図6　ネットワークシステムイメージ図

3.1 エネルギー需要量の算出方法
　エネルギー需要量は地域冷暖

房加入建物に関してはヒアリン

グによる実績値と熱供給便覧
（日本熱供給事業協会）をもとに

算出した。新規需要家に関して

は建築の光熱水原単位（尾島研
究室資料）を基にエネルギー需

要量を算出した。なお、算出の際

に使用した与条件を表１，２に
示す。

 機器 機器効率
ボイラー 0.8
吸収式冷凍機 1.2
ガス焚給湯器 0.8
熱交換器 1.0
PAC 2.7

 送電ロス 5%
温熱ロス 10%
冷熱ロス 5%

表１　機器効率

表2　エネルギーロス

3.2 大深度地下を利用した熱・電エネルギー供給シス
　　テムの効用

　大深度インフラを活用したネットワーク化により以

下の４つの効果が期待できる。
①各地域の最大熱負荷発生の時刻が異なるためＣＧ

　Ｓ設備容量の削減が可能（ＣＧＳ設備容量削減効

　果）
②エネルギー需要の小さい月は一部のＣＧＳプラン

　トを停止させ、プラントの無人化を計ることが可

　能（プラント人員削減効果）
③ＣＧＳの機器負荷が大きいほど総合効率が高い特

　性を利用して機器負荷率を上げるようにＣＧＳ機

　器を選択して運転することがネットワーク化によ
　り可能（環境保全性効果）

④災害によりプラントが停止するような非常時にお

　いても他地域のプラントの余剰を供給し停止した
　地域の需要を賄うことが可能（バックアップ効果）

4．まとめ

　都市再生緊急整備地域内にある一定規模以上の建物
を対象に大深度地下を利用した熱・電エネルギー供給

システムを提案した。

　この提案で期待される効用を、『大深度地下インフ
ラを利用した熱・電エネルギー供給システムに関する

研究（その２）』で定量的に評価する。
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